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チーム労働と企業内賃金分配
























































2 人の労働者がある一定の比率で賃金が分配されるとする。能力の高い労働者を H， 能力の低
( 2 ) Weitzman (1984) のシェア・エコノミーもパートナーシップ企業の l 種であろう。しかし，
Weitzman は企業と労働者の企業内分配を扱うものであり，本稿や石川の扱う労働者聞の賃金分
配の問題とは問題意識が異なる。





労働者の生産性水準あ (i=H， L) はその努力水準 ei (i=H, L) によって決まる。
(2.1) ρH=α eH 
(2.2) ρL=eL 




M 一一 一一q=斗×ρH2ρL 2=8eH2eL 2 
a2 
q: 企業の生産量
労働者の効用関数 Ui (i=H, L) は対称的で，
(2.4) Ui =ωj- e i2 
断:労働者 i (i=H, L) に支払われる賃金
とする。
(1) 賃金が均等に分配される場合
今，各々の労働者に均等に賃金が分配されるとしよう。 賃金 Wi は，この時，
A _ 2 _ 2 
WL =WH=4eH ~eL (2.5) 
UL はそれぞれ，UH, 











eL で微分すると，となる。 (2.6. 1)式， (2.6.2) 式をそれぞれeH，
dUH A4 」 h
石戸~eL ~eH ~-~ (2.7. D 


























eH=eL=O , 1 (2.9) 
となる。このうち o は効用の極小値を示すものであり不適で、ある。したがって，解は，
eU=eL = 1 
である。この時，企業の生産量q は，
q=8 
である。賃金ωH， WL， 効用は UH， ιL は
wu=wL=4 
UH=UL=3 
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(2. 14. 2) 
(2.15. D 
(2. 15.2) 




1 である。これは k=ーの時，最大値をとる。また，賃金WH， WL， 効用 UH， UL は，
2 
ωH=16k 2 (1 -k)2 
























経済福祉の指標として用いることにも，例えば， Sen による批判がある (Sen， 1987b, pp. 20-6, 
1992, pp. 102-16/163-87ページ， 1999a, pp.87-110/99-124 ページ)。さらに， Sen は個人の私益を


















2 d(d>d， wY<?) を受け取ることが可能とする。この時，労働者の効用 UU， uf はそれ
ぞれ，
Uf!叫一士 (3. 1. 1) 






きないことを示そう。 (2.19. 1)式を h で微分すると，
ATT .!..土
ー:-:H=6k 2 (1 -k)2(-4k+3) (3.2) 
dk 
3 . . "' . ,...... 32 である。したがって ， k=ーの時， UH は最大値ーをとる。パートナーシップ企業の下で労働4 -/....~.J， '--"fl 1 Q'o~/"I. 1 1-f:::!. 4 
者Hはこのこれ以上の効用を受け取ることはできない。そのため，労働者Hの市場賃金があま
32+ 1 りにも高くなりすぎると，企業で働こうとしなくなる。この賃金水準は wff>U dーである。
( 5 ) 
この時，パートナーシップ契約自体が維持できないで、あろう。
( 2 ) 労働者Hが過剰な場合①一一労働者Hの市場賃金が低い場合
32+1 ~./.E ^)~ ωF孟 4ーの場合Lはパートナーシップ企業は存在可能で、ある。労働者Hが過剰な場合に
は労働者Hの市場賃金によって結論が変わってくる。初めに労働者Hの市場賃金が低い場合を
考えよう。パートナーシップ企業の独占力が著しい場合，生産性が著しく高い場合，その収益







1 る。しかし，労働者Hの賃金分配率はーが下限である。なお，この時の労働者Hの効用 UH は












13 ..,. /7"¥.n+.)_ 1 ..l.;!..U./;I;I.~ TT .n"\.~A...F\..;a::-t~ 1_.J-. 1 市場賃金がωZ孟 4 '-の時Lは労働者Hの賃金分配率h を 2 よりも引き上げないと労働者は
1 ~. ~ 3 ノfートナーシップ企業で働こうとはしないであろう。 (3.2) 式より， ~ ~k<ーの時， kが上昇2 _.. -4 
するにしたがって UHは大きくなることが分かる。すなわち，労働者Hの市場賃金がある程度高
い場合には，労働者Hの賃金分配率は市場賃金に応じて決められるのである。なお，市場賃金
に対応する h とは (2.19. 1)式に (3. l.1)式を代入した方程式の解となる hである。これはが-
lωF一一 l11~.~~\~...~ ,-n 41 k3 + θ=0 を満たす k(一三三 k<l) である(ト戸し 0一、 ' である )0, 2 一 / 一一 V--144 
(4 ) 労働者Lが過剰な場合①一一労働者Lの市場賃金が著しく低い場合
今度は労働者Lが過剰な場合を考えよう。 (2.19.2) を微分すると，










3 _ n->- __ 32 る。 (2.19.2) 式より ， k=ーの時 U ーーである。 (3. 1. 2) 式より Uj!= 3.2 となるためには，tCJ." ,...." o-. "/, fT,- 4 V'/"'T, L-4 
32+ 1 ωL 4 とならなければならない。労働者Lの市場賃金がこれよりも低い時，労働者L の賃
金分配率はすで固定的になる。この時，労働者L は市場で働くか，企業Cで雇用されるかによ
ってその効用水準が変わる。その意味で労働者Lの賃金システムは 2 重性を持つ。
( 5 ) 労働者Lが過剰な場合②一一労働者為Lの市場賃金がそれほど低くない場合
(3.3) 式より，労働者L の市場賃金が低下するにしたがって，企業Cの内部においても労働者
、 1 ~， _ 3 L の賃金分配率が低下する」とが分かる。 ~k<ーの範囲では h の上昇は労働者Hにとって2 _.. -4 
有利であるから，受け入れられるであろう。なお，市場賃金に対応する h とは (2.19.2) 式に
(3. 1. 2) 式を代入した方程式の解となる hである。これは (1-k)4ー (1- k)3 十 θ'=0 を満たす
1 ¥2 
， 1 、 IWr--;-1
kl~ 三玉 k< 1lである(ただし， θ= 、 吐 F である)。






























13 孟 M謡(32+1) k 4 -k+8=O を満たすh (32+1) ./...M./ 13 ( 1 -k )4 -( 1 -k )3 + 8 ' =04:ioWif 4<卸H' <4
(吋一; t を満たすh
(Ml)z 
( t;:・だし，。'= WL1-44 4 
3 
















( 6 ) 企業内部の賃金と外部の市場の賃金に格差があることを説明する賃金理論としては他に効率賃
金モデルが存在する。しかし，インサイダー・アウトサイダー・モデルがこの賃金格差が内部の
労働者の利益となることを主張するのに対して，効率賃金モデルは企業にとって有利であること
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